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⑴自立支援、介護予防・重
度化防止の推進

①自立支援、介護予防・重度化防
止の普及啓発
②介護予防教室

①生活習慣病に関する講演会
や、介護予防教室等の普及啓
発事業の充実を図る。
②継続して介護予防教室（２回
／月）、健康教室（２回／年）、運
動教室（６回／年）を開き、高齢
者に対し介護予防や健康に対
する意識啓発を行う。
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①健康福祉フェアにて介護予防に関す
る講演会やイベントなど開催。
②各地区にて介護予防教室を開催。自
彊術、作業療法士による運動指導、料理
教室、減塩指導などを実施（H30年度は
77回実施、R1年度は35回実施し、年度
内にあと42回実施予定）。
健康教室は健康フェアや糖尿病教室に
て実施（H30年度は2回実施。R1年度は
10月、3月に実施予定）。
運動教室ではチェアビクスやエアロビク
スを実施（Ｈ30年度は18回実施。R1年度
は9回実施し、年度内にあと9回実施予
定）。

自己評価：【Ａ】
①②計画していた講演会や教室
は実施出来ている。

①②参加者が固定しており、地区によっ
て参加人数に差がある。また、参加者の
拡大も目指したい。
→引き続き関係機関との連携や、各団体
への声かけ、広報でお知らせするなどPR
していく。自宅からの交通手段がない人
のためにイベントの際に送迎等を行なうこ
とも始めている。

⑵生活支援サービスの充実

①多様な生活支援・介護予防サー
ビスの継続
②生活支援コーディネーターと協
議体の取り組み

①継続していきいきサロンの開
催、見守り・安否確認、外出支
援、買い物・調理・掃除等の介
助支援を含む多様な生活支援・
介護予防サービスを続ける。
②生活支援コーディネーターが
収集した地域の要望等を有効活
用するため、協議体の会議を積
極的に開催する。また、関係者と
のネットワークを築くことで、新た
な社会資源の発見や活用に繋
げる。
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①いきいきサロンについては、今年度は
各地区１サロンという決まりを無くし、助
成金の金額についても活動の回数や参
加人数によって変更することとした。配食
サービスによる見守りや安否確認や、訪
問型サービスAによる掃除など生活援助
は継続している。
②生活支援コーディネーターは活動して
おり、役場との連携は出来ているが、協
議体は未実施となっている。

自己評価：【Ｂ】
①いきいきサロンの決まりを変え
たことで参加者の増加が期待さ
れる。配食サービスも住民の方
に定着しており、年々利用者が
増えている。
②生活支援コーディネーターを
うまく活用して協議体で検討する
ところが出来ていない。

①高齢者世帯が増え、買い物、掃除、調
理に不安を抱える人が増えており、海士
での暮らしを継続したい気持ちはあって
も、島外の施設に入所したり、島外の介
護者のもとへ転出するなど、離島に至る
ケースもある。
→サービスを増やしたり、内容を見直すな
ど、その都度ニーズに応えられるような支
援体制を検討していく必要がある。

⑷地域ケア会議の推進 ①地域ケア会議の継続

①継続して、隔週毎に（2 回／
月）地域ケア会議を開催する。
個別事例の検討を行うことだけ
ではなく、その課題の背景にある
要因を探り、さらなる個別支援に
向けて取り組む。
今後も多職種連携体制を続け
て、多方面からの意見をもらい、
困難事例については、少し時間
をかけてでも解決に向けて取り
組む。
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①月２回地域ケア会議を開催し、個別の
支援検討に加え、困難事例の検討や情
報共有を行っている。また、これから取り
組むべき事業の情報提供や海士町の福
祉の現状と課題の整理なども会議の中
に取り入れることもある。地域ケア会議と
高齢者サービス調整会議との合同で保
健福祉医療職員を対象としたフォーラム
を年1回開催する。

自己評価：【Ａ】
①ケア会議で検討することで課
題が明確になったり、個別の支
援も共通の認識で関わることが
出来ている。
保健福祉医療職員を対象とした
フォーラムを開催することにより、
多職種連携体制の強化につな
がる。

①引き続き実施していくことが必要。

（１）取組と目標 （２）自己評価

第７期介護保険事業計画の「取組と目標」にかかる中間評価の中間報告（海士町）
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⑸在宅医療・介護連携の推
進

①在宅医療に必要な関係者との連
携
②在宅医療・介護連携に関する関
係市町村の連携

①継続して地域ケア会議におい
て多職種が連携し、適切な支援
が受けられるよう協議する。
②隣町にある隠岐島前病院や
本土にある病院から退院し、継
続して在宅における医療や介護
の支援が必要となる場合には、
退院時の情報を共有し、スムー
ズに在宅へ帰る事ができるよう連
携の強化を図る。
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①事業の一部を診療所へ委託し、看護
師を中心に事業の展開をしている。ま
た、まめネットを使って福祉施設、医療、
包括支援センターとの情報共有を行なっ
ている。
②関係者が集まり、もともと決めていた退
院までの流れを再確認した。

自己評価：【Ｂ】
①町内の医療機関と福祉施設と
の連携はとれてきている。
②担当が変わったり年数がたっ
ていくことで、少しずつやり方が
変わってきてしまい、退院時の
情報共有がスムーズにいかない
時があった。

②町内の情報共有は概ねできていると思
われるが、町外の医療機関や施設との連
携を強化していくことが今後の課題と思わ
れる。
→定期的に退院までの流れの確認をした
り、関係者みんなで協力し合える体制を
整えていく。

⑹認知症施策の推進

①鳥取大学訪問診査継続
②認知症高齢者の支援体制の強
化
③連携体制の継続

①鳥取大学脳神経内科との連
携を継続し、認知症高齢者の早
期発見・早期治療に努める。ま
た軽度認知障がいが見られる人
に対して、予防介入の取り組み
を進める。
②高齢者見守りネットワーク会議
を定期的に開催し、町全体で見
守る体制を構築する。
認知症サポーター養成講座を開
催し、認知症に対する理解を深
めるための普及啓発を行う。
③現在の連携体制を継続し、保
健活動から介護予防・介護ま
で、関係者がスムーズに対応で
きるよう連携を図る。
認知症の症状に合わせて適切
な対応を図るため、認知症初期
集中支援チームや認知症地域
支援推進員を活用する。
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①認知症の事業は継続されており、早期
発見、早期治療、早期支援ができる体制
が出来ている。在宅訪問等専門医による
相談を実施。また、医療機関からの紹
介、ケースの検討もされている。
②高齢者見守りネットワーク会議及び研
修会を年1回開催。
認知症サポーター研修を年1回開催。
Ｈ30に認知症ケアパスを作成、全戸配
布した。
③認知症があり在宅での生活が困難な
人もいるが、医療受診やサービス利用に
繋げ、本人の希望に沿った形で支援で
きるよう関係者で連携している。

自己評価：【Ａ】
①認知症事業について、長年取
り組んでいることもあり医療との
連携は出来ていると思われる。
②計画していた研修会は実施出
来ている。
③困難ケースなどあれば、その
都度認知症初期集中支援チー
ムや認知症地域支援推進員が
集まってケース検討会を行な
い、対応出来た。

③高齢者の夫婦世帯や独居で認知症が
あっても在宅で生活している人は少なくな
いが、重症化しても本人が施設入所や福
祉サービスの利用を拒否する場合もあり、
在宅での支援に限界を感じる時もある。

（１）取組と目標 （２）自己評価
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①移住して来る福祉施設職員た
ちと地域を繋ぎ、祭りや清掃作
業などの地域行事に積極的に
関わり、交流をとおして互いを知
りあう環境を整備する。離職の理
由を具体的に把握し、施設の内
部改善に努める。
②高齢者福祉施設（３施設）の
職員のうち、将来のリーダーとし
て期待される職員と福祉に興味
のある民間団体の職員や地域
住民によるチームを結成し、課
題をチームで解決しながら町の
福祉を魅力的にすることで、島
外から人材を呼び込む。
③介護職員向け及び住民向け
の技術研修会を引き続き開催
し、入所者数が限られた施設入
所だけでなく、一定の通所介護
や訪問介護のサービスを受けな
がら家族による在宅介護も充実
させて行くことで、この島でいつ
までも生き生きと生活できる環境
づくりを目指す。
④医療機関や福祉施設の看護
師、介護職員、介護支援専門員
等の専門職を確保し、安定した
サービスを提供できるように努め
る。
医療、福祉、介護関係者で構成
される「人材確保検討会」で人材
確保に関する施策を検討し、さ
まざまな事業を活用しながら効
果的な募集活動を実施する。
中学校や高校、地域と連携を図
りながら、地元から人材を輩出す
ることに努める。
人材確保に向けた協定を締結し
ている養成校の教職員や学生と
の連携を更に深めることで、雇用
実績をつくることに努める。

①介護施設職員の定着
②若手介護職員のリーダー育成
③介護技術の研修会の開催
④専門職の人材確保

⑺介護人材の確保

②④全国で専門職が不足している中、島
外から特に福祉専門職を確保するのはま
すます困難となっている。
島の暮らしに憧れて、あるいは海士町に
魅力を感じて移住して来た専門職を今後
いかにして定着させるかが最重要課題と
なっている。
→福祉関係者の懇談会、医療福祉関係
者の意見交換会等をとおして噴出してく
る福祉の課題を受け止め、優先順位をつ
けて1つひとつに対応し、福祉現場で働く
職員に寄り添うような役場にならなけれ
ば、これからの海士町の福祉は支えられ
ない。
これまでは、職員の資質向上のためだと
思い込み、勝手に研修会や交流会を押し
付けてきたこともあったが、もっと福祉施
設の職員と向き合い、経営状況がどうで
あれ町の福祉施設は住民も行政もみんな
が一緒になって支えるという姿勢を示し、
福祉施設の職員が安心して仕事ができる
環境をつくらなければならない。

自己評価：【Ｂ】
①②③④平成30年度、若手施
設職員と地域住民、高校生が施
設入居者を中心とした高齢者の
ためのお祭りを開催するために
検討を進めてきた。施設内部や
施設間の連携等様々な課題に
直面しながら、高齢の入居者が
「じょんじょん」することを第一に
考え、一体となって検討会を進
めてきた。この「じょんじょん祭り」
での入居者の笑顔や一般参加
者からの次回開催を要望する声
などを聞くことができたが、想像
以上に各福祉施設職員が様々
なことで疲弊し、毎年の開催は
断念しなければならない状況と
なっている。
今回、高校生の参加が様々な
ケースでクッション材の役割を果
たし、彼らの自由な発想が一旦
止まった話も前に進めてくれた。
大人たちも高校生の力を改めて
知ることができたし、今後も様々
な場面で参加してもらい協力し
てもらいたいと考える。
また、島での施設入所が困難な
状況の中で、島外の施設へ入所
を求める人が多くなっているた
め、住民の介護分野への参入の
きっかけをつくるとともに、介護業
務に携わる上での不安を払拭す
ることで、多様な人材の参入を促
進する必要がある。

①移住して来た福祉施設職員等は、居
住地の区長に引き合わせ、地域行事の
案内情報が届くようにすることと、本人に
行事に積極的に参加するよう話してい
る。離職者は2名だが、移住当初からの
約束の期間を満了したものである。
②入居者を中心とした高齢者のための
祭りを3月9日と10日に開催した。参加者
は入居者70名、一般200名で、入居者の
ファッションショーや演芸、展示を楽しん
でもらえた。若手福祉職員と高校生を含
めた地域住民によるチームを結成して10
回程度検討会を重ねてきた。
③介護職員向けの技術研修会は平成29
年までの2年間で7回開催してきたが、30
年度は１回、住民向けの技術研修会は
未実施であった。31年度は住民や学生
を対象に「介護に関する入門的研修（21
時間）」を実施し、基本的な知識を身に
つけることで、介護分野への参入のきっ
かけをつくる。
④30年度から移住して働いている職員
は１名、31年度は障がい者グループホー
ムの相談員として精神保健福祉士が移
住して来た。
高校生を対象に地域福祉合宿の開催、
また3月に開催した「じょんじょん祭り」の
検討会にも毎回参加してもらい、自由な
発想から意見等をもらった。
毎年開催している養成校の学生を対象
にした体験ツアーを今後も継続する。
　平成28年度から継続している人材確保
事業は、東京と大阪に現地の福祉職員
や福祉関係の学生を集め事前ワーク
ショップ、11月の海士体験ツアーの後
に、フォローアップの場として東京・大阪
で事後ワークショップを追加することにし
た。また、ツアー時には音楽とトークの野
外イベントを同時開催することで、これま
で以上に多くの住民と関わり合う時間を
つくり、沢山の思い出を持ち帰ってもらう
ことで、リピーターや移住に繋げたい。
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（１）取組と目標 （２）自己評価
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⑻高齢者の権利擁護体制の
強化

①広報・普及啓発
②虐待の早期発見
③成年後見制度利用促進法に基
づく権利擁護の取り組みの推進

①町内のイベントに合わせ、チラ
シやポスターを掲示し、住民へ
周知を行う。
②医療機関や福祉関係事業
所、介護支援専門員等と連携を
取り、高齢者虐待の早期発見・
早期対応に努める。
高齢者虐待の防止や対策に関
する研修会等を開催し、周知や
啓発を推進し住民の理解を深め
る。
③成年後見制度利用促進法が
施行されたことに伴い、成年後
見制度の利用の促進について
必要な情報提供や支援を行う。
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①町内のイベントに合わせ、ポスターの
掲示やパンフレットの配布を行なってい
る。
②対象者があった場合は、早急に関係
者が集まってケース検討会を行ない、今
後の対応について検討する。
③個別に対応している。

自己評価：【Ｂ】
①イベントなどで周知を行なった
が、まだまだ十分ではないと感じ
る。
②対象者があった場合には早急
の対応を心がけている。
③子どもや親戚がフォローして
いる人が多いが、ケースがあれ
ば役場で対応している。

①③住民への周知が十分ではない。
→引き続き町内のイベントに合わせ、チラ
シやポスターを掲示したり、相談会の開催
など利用しやすい体制づくりを検討してい
く。

【評価の基準】

A・・・概ね事業計画通りの事業が達成出来そうである。

B・・・一部事業計画通りの事業が達成出来そうもない。

C・・・ほとんど事業計画通りの事業が達成出来そうもない。

（１）取組と目標 （２）自己評価
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